
 

 

1．憲法 

信教の自由に関する次の問いに答えなさい。 

⑴ 信教の自由の内容について論じなさい。 

⑵ 国家と宗教の分離の原則（政教分離の原則）に関して、①その法的性格と、②国家と宗

教との関わり合いが政教分離の原則に違反するか否かを判定する基準について、判例も踏

まえながら論じなさい。 

 

 

2．民法 

次の事例を読み、設問に答えなさい。 

［事例］ 

令和 4年 4 月 1 日、Ａは、建設業者Ｂとの間で、Ａ所有の土地上に建物甲を建築するこ

とを5,000 万円でＢに請け負わせる契約（以下「本件元請契約」という。）を締結した。同

月 5日、Ｂは、Ａの承諾を得ずに、建設業者Ｃとの間で、甲の建築工事を 4,000 万円でＣ

に一括して請け負わせる契約（以下「本件下請契約」という。）を締結した。 

本件元請契約には、「注文者は工事中契約を解除することができ、その場合の出来形部分

は注文者の所有とする。」との特約があったが、本件下請契約には、出来形部分の所有権の

帰属に関する特約はなかった。 

Ｃは、全ての材料を自ら提供して甲の建築工事を行っていたところ、甲の約 3 割が出来

上がったところでＢが倒産した。Ｂが倒産した時点で、Ａは、Ｂとの約定に基づき報酬の大

半をＢに支払済みであったが、Ｂは、Ｃに対し、報酬を全く支払っていなかった。Ａは、同

年 8 月 1 日、本件元請契約を解除した上でＣに工事の中止を求め、Ｃは工事を中止した。

その後、Ａは、別の建設業者Ｄとの間で、出来形部分を基に甲を完成させる旨の請負契約を

締結し、Ｄは材料を自ら提供して甲を完成させた。同年 12月 1日、Ａは、Ｄから甲の引渡

しを受け、Ａ名義で甲の所有権保存登記をした。同月15日、Ｃは、甲の所有権は自己にあ

るとして、Ａに対し甲の明渡しを請求した。 

 

［設問］ 

この場合、Ｃの請求が認められるかについて、Ａ及びＣの主張を踏まえつつ、論じなさい。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

3．経済学 

逆選択（逆淘汰、アドバース・セレクション）に関する次の問いに答えなさい。 

⑴ 逆選択について、中古車市場を例に「情報の非対称性」という語句を用いて説明しなさ

い。 

⑵ 逆選択を克服するための方法について、中古車市場を例に説明しなさい。 

 

 

4．財政学 

租税理論に関する次の問いに答えなさい。 

⑴労働により所得を得て、それを全て二つの財の消費に充てる家計が存在するとする。この

家計の予算制約式が以下のとおり示される。 

 

Y=p1p1+P2x2 

 

ここで、Yは所得、x1は財 1の消費量、x2は財 2の消費量、p1は財 1の価格、p2は財2の

価格とする。また、財1と財 2は共に上級財であるとする。 

図は、財1と財 2から効用を得るこの家計の予算制約線MM'と無差別曲線Uを表してお

り、均衡点は点 E となっている。いま、政府が、①財 1 にのみ税率 t で消費税を課した場

合と、②財 1 と財 2 両方に税率 t で消費税を課した場合を考える。二つの場合における、

代替効果と所得効果について、比較しながら図を用いて説明しなさい。 

 

 
 

 

 



 

 

⑵ 最適課税理論として代表的なラムゼイ・ルールの「逆弾力性の命題」について、その問

題点に触れながら下記の用語を用いて説明しなさい。なお、解答文中では枠内の全ての語句

を用い、その語句には必ず下線を引くこと。ただし、用いる順番は下記のとおりでなくても

よい。 

 

 価格弾力性、垂直的公平性  

 

5．会計学 

連結財務諸表に関する次の問いに答えなさい。 

⑴ 連結財務諸表の意義について、連結財務諸表の会計主体に関する二つの見解（親会社説、

経済的単一体説）に言及しつつ、説明しなさい。 

⑵ 連結会計基準における連結の範囲について説明しなさい 


